
1. はじめに

吉本二郎『学校経営学j(1965年〉の検討

一理論形成の位置を中心に一

東海女子大学大西信行

『学校経営学:J(以ド， は， 1965年に国土社からく現代教職課程全書 全 9巻〉の第 1

巻として発刊された。この現代教職課程全書は， タイトルの性格からすれば，教育学専攻， もし

くは教職課程の選択科目用の教科書，あるいはテキストということになろう。(因みに，第 4巻

は伊藤平[l待j氏による『教育行政学』である。〉今日のように，教科書のマーケ y ティングをどれ

ほど視野に入れていたか分からないが，教育学の一分野として「学校経営」を位置づけようとい

う意図があったことは確かであろう。

ところで， この特集で取り上げられている学校経営理論の労作はそれぞれの方々のデビュー作

であるが，tこだ本書:はそれと異なっている。吉本二郎氏(以下，若者)は，すでに1959年に『現

代学学:校経営論J(以一

L寸叶j)央h丸正il ¥カか〉は日別i甘jとして， 市)111沼午氏の F学校管理運営の組織論Jを除いて，他の学校経営理論の

労作が刊行されたことにも注目しておかなければならない。著者にとって， 6年という歳月は学

校経営の理論化に当たって試練と思索の好機であったのではなかったかと思われるからである。

1960年代の前半，すなわち昭和30年代後半は，政治的には日米安保条約の改定が終わり，産業

構造の転換，人仁i移動の加速化といった社会変動が進行し，経済的には高度経済成長が上昇しは

じめた時期であった。 戦後の経済復興期に生産性向上をはかる考え方として紹介されたアメリカ

の経営理論は， ここで一挙に花開く。「科学的管理法Jr人間関係論」に加え，バーナード(C.I. 

Barnard)，マーチ (JamesG.March)，サイモン (HerbertA.Simon)などの「組織論Jr意思

決定論Jr行動理論Jがそれである。経験的・実践的な学校経営論や法解釈学的な学校経営論か

ら，科学的な対象として学校経営を捉え，その理論化がこの時期に行われたのは，以上のような

企業を対象とした一般的な経営理論の淑訳や紹介によるところが大きい。

-Jj.，教育界に [Jを転じてみると， r地方教育行政の組織及び運営に関する法律Jによって仁1]

央一地)]の教育行政が一応安定したゾステムにはなったものの， r教育」をめぐる行政@経営・

管理の在り方に関しては，その背後に相変わらず 11ヨ教組対文部省jの図式を引きずっていた。

こうした教育行政を尻目に，経済復興とともに地域住民や国民の学校教育に対する期待や要求は

強くなり，昭和30年代を通じて高校進学率が急上昇する。また， 1教育の現代化」が標傍され，
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それにともなって，教育のあらゆるレベルにおける改革や改善の計画や報告が教育誌の紙面を飾っ

た時期jでもあった。学校の経営@管盟・運営の理論化に際しては，好むと好まざるとにかかわら

ず， このような時代の動きに白を絞ることはできなかったのである O 急激に変動する社会状況の

仁IJで，また，教育や学校を取り巻く環境の変化の中で，教育と学校の在り方をどのように捉える

か，それは，切実な当時の時代的な要請であったといえるだろう。

1958i:j三の教育経営学会の発足は，ある意味ではこのような時代状況を先取っていたのかもしれ

ない。ともあれ， この学会の発足を契機として，学校経営関係の著作が自白押しに発刊されたこ

とに注目しなければならなし 1。この特集で取り上げられている以外にも， 1959年の教育経営学会

編の『学校経営の基本問題J(明治図書)， 1961年には石三次郎著『学校経営J(世界書院)と細

谷俊夫編『現代学校経営事典J(明治図書〉が，そして1963年には海後宗i主他編『学校経営体系J

(国土社)が発刊された。また， 1964年には伊藤和衛・佐々木渡著『学校の経営管理J(高陵社書

信) I吉野桂一著『学校経営過程論J(誠信書房)が刊行されている O 著者がこれらに刺激を受け，

あるいは直接に関わる中で，前書で展開したものを，さらにブラッシュアップさせようとしたの

は想像に難くな ~\o その意味では，本書は，単に個人的な前書の理論的発展に止まらずに，その

時代の種々の経営理論や学校経営論が反映されていると見ることができょう。本書が学校経営理

論の形成において，高い評価が与えられるとすれば，先行する理論を消化して，より全体的な理

論展望や見取図を示したからに他ならなし、からである。

先行する理論の消化という点では，理論構成の基礎作業として概念、の構築にかなりヱネルギー

が害Ijかれていること，そして，理論化の方法に一貫性を保持しようとする姿勢が見られることが

指捕できょう。前者については，確かに本書の「目次Jの前半には， I公教育の概念JI学校の観

念JI学校組織の概念、JI学校経営の概念JI学校管理ということj といった項目を設定して，従

来の説を検討している。また後者については， I組織論は学校経営に理論的基礎を与えるもので

ある」ので， Iもっぱら学校の組織を掘り下げ，そこから経営活動を考察する仕方を求めJ(本書

「まえがきJ)ている。以下では， このような点を本書に別しながら検討していくことにしたし ¥0

2. 学校経営の概念をめぐって

学校の管理運営を対象とする用語には，学校経営の他に学校行政，教育行政，教育経営，学校

運営，教育管理，学校管理などが使われていた。学校経営や学校管理は，戦前からも使われてい

たが，戦後の日本に持ち込まれたschooladministra tionの訳出と administrationに対する機能

論的な理解が，用語数の増加J，並びに用語間に概念的混乱を招くことになった。こうした学校の

管理運営に関する概念的混乱状況に対して，本書は， I行政JI経営JI管理j の概念を明確にす

ることによって， I学校経営」の概念化を試みたものといえよう。

例えば，下村哲夫氏と中留武昭氏は， ともに前書と本書を引き合いに出しながら，著者の見解
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が，教育行政における経営@管理と学校における経営・管理に分ける点では安藤晃雄氏と同じで

あるが，後者の学校における「経営Jと「管理むを異なる機能と捉える点が間有のものであると

指摘している (1)。確かに本書では， I諸学校に対する外からの管理は，学校行政または教育行政

と呼ばれるので，その意味の学校管理を別とすれば，学校管;盟といわれる管盟機能は，その基本

的な意味において，学校総織体の経営にとって必然、的に安j青される内在的機能であり，または学

校経営活動の現実化を図る一過程であると考えるのが適当であるJ(103-104)と「行政JI経営J

「管理」の関係を明示している。著者の基本認識は， I教育は単に法律を執行する行政行為とは異

なるJ(103)のであり， I学校管理の語を認めるにしても，学校管理を単に教育行政の延長線や

細分化活動として考えることは，学校教育とその教育機関独自の意思をもって行う教育行為の責

任を不明確にするJ(102) というものである。すなわち， I校長を主経営者とする単位学校の組

織と経営を学校経営というのは，法律行為としての問題を対象としているのではなく，事実上の

教育活動に関する認識と分析の視点に立つものであるJ(106)とされる O

したがって，学校の設置者を学校の経営者とする木田宏氏の見解に対して， I教育行政という

言葉を学校経営に置き換えたにすぎないことJ，I教育条件の整備活動と，教育自体の論理に従う

組織の経営を同一視することは適当ではない」し，校長の「学校集団の代表的役割jが見逃され

てはならないし，それどころか，校長の経営的職能は「責任ある主体的行為として評価されるべ

きjであり， I校長を経営責任者として，個々の学校経営を認識することは，教育の創造的発展

に資する研究態度J(106)と捉える。さらに，学校に対する経営の主体を， I国・都道府県，市

町村そして学校という四重構造をもっ」という伊藤和高氏の見解に対しても，ハ 1くつもの経営

主体が重層をなしているというのは，責任の所在を不明確にする概念規定であるJ(107) と批判

している。

ところで，昭和30年代から40年代の学校教育の「行政JI経営JI管理」の関係について，中留

氏は，高野桂一氏の「教育行政の学校経営管理と単位学校の経J営管理の二つに分けられるJこと

を引き合いに出して， I高野は長年の懸案であった経営と管理の二つを分析操作上まず識別し，

そのうえで前者のいわゆる教育行政と後者の学校経営と学校管理とを有機的一体とすることによっ

て，従来のアメ 1)カ流の理論的にも実際的にも識別を要さない機能主義的概念、を越えたところの，

理論的に整合した概念、を導き出すことに成功したJ(2) と位置づけている。 fnfかに教育行政の執

行過程， もしくは実現過程で管理の機能が働くし，学校経営の実現過程でも管理は作用するので，

「一般的な通念に従って『学校の』管理， r学校における』管理とを分離して説明J[44Jすること

で十分ではないのかo I教育行政の学校経営管理と単位学校の経営管理jが， その意味で使われ

るのであれば異論はないが， I経営管理」という教育自的達成の創意機能と実現機能を一緒にし

たような用語は，かえって概念の混乱を引き起こすように思われる。

ところで， school administrationの訳出とも関連して散発的に用し 1られてきた「教育経営」

が， 1950年代の後半に論文名としても登場しはじめる。そして，本書の公刊の後1968年に馬場四
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自1)r現代教育経営Jl(標準テスト研究会)， 1969年に河野重労作文育経営Jl(第一法規)， 1971年に

森i経夫・新井部男『教育経営と教育工学Jl(常国地万行政学会)などが発刊されて， 1970年代前

半にいよいよ「教育経営」の概念論争が始まる。ここでは，その概念をu今昧する余硲はないが，

f教育経営j は，次のような問題意識や発想からJlJ~ ¥られてきたと指摘される。すなわち，①学

校経営事象をとらえる，より広い間口とより深い奥行きをもっ新しい学問分野の枠組みの開発，

②行政権力による教育統制へのアンチ・テーゼとしての概念枠の提示，③従来の学校経営概念、の

拡大というよりは，国や社会の教育事象，あるいは教育経営事象を対象化し包話的に考究する志

向であるけ， というものである。「教育経営」が使われだした背景がこのようであるならば¥ そ

れは「学校経営」を意識して，あるいは「学校経営」の概念との関係で検討されたことを意味し

ているO 奇しくもこのような概念の検討は，図らずも1960年代前半からの学校経営の概念論争に，

教育経営との関係で一定の通説を生み出すことになる。すなわち，学校経営は，経営の主体を学

校(校長が主経営者)とし，学校の構成員の組織行動を，経営論的もしくは組織論的視点から，

その法長iJ性を i~lj~Iりjすることであると。

3. 学校組織の把握一組織構造と組織過程による-

Hi]書:では，分析の対象としての学校を， I第 2章 学校のメカニズムJにおいて， If!ilJ度として

の学校jI組織体としての学校jI感情体系としての学校」という構成をもって，それぞれの視角

から捉えようとした。それに対し，本書の「第 2章 学校の組織構造jでは，前半で学校の組織

編制(教職員や児童・生徒の組織編制〉を法制を踏まえながら確認した後，最後の第 3節では，

有機体的に生きた学校となりうる基礎として， I学校組織の問題」が検討ーされるO

まず，学校組織について，オ y トー(孔J.Otto)等の所説を参照しながら， I学校内部組織と

しての教育活動の機能的構造として考えj，I学校における教育活動の営みに関連する諸要因を位

置づけ， これを機能的に活動させる内的秩序の体系と規定j(76) しているO 単に組織図として

示されるような組織の構造的側面だけでなく，組織が生きて働く「社会過程jを組み込んで，概

念、化を図ろうとしたわけである。いわば，学校組織の構造と過程を統一的に把握しようというわ

けである。すなわち， I優れた学校組織を具体的に作りだすことは，学校経営の主要な役割であ

るといわなければならない。学校組織が経営上に重要な意義をもつことは，それが学校の本来的

な目的活動を構造化する形式であること，および単に形式に止まらないで，その形式をとおして

の人々の努力の協力を表わす活動体系であることから，明白に指摘することができ j，学級や学

年の組織も， Iその形式を通じて働く内的な秩序ある活動が看取されるものであらねばならないJ

(78) と理解される。

しかし， このような学校組織の概念化に当たって，それに関連する用語の選択には，若干の不

統一が見られる。この点については，注記で補足されているように，十分整理されたものとなっ

円
台
U



「学校経営研究J第18巻 1993

ていなし 1。注記では， I学校経営組織がどの領域から構成されるかは，論者によって一定してい

ないが，私は教育に直接する教育経営組織ないしは学校組織， これを支える学校全体の校務組常設，

およびこの両者に関係する運営上の諸組織(職員会議，諸種の委員会組織等)に分けるのが妥当

な隊式と考えるJ(82) というのである。ここでは， I学校組織」は包括的な概念、ではなく， I学

校経営組織」の一部分として位置づけられている。本書の各論部分を構成する後半の第 5章「教

育組織とその経営」では， I学校経営組織を呉体的に見れば，現代における学校の組織活動を形

成する要因に従って，組織形成の基盤として教育組織，学校事務組織および諸種の学校運営組織

に区分することができるJ(172)と分類されるO このように「学校組織JI教育経営組織j それ

に「教育組織jは，学校を組織的に分類する際に同じ位置づけが与えられながら，概念上も微妙

な違いを生み出している。なお， I教青経営組織」については，概念定義がなされているわけで

はなく， I白白な学校組織を許すだけの地域の教育経営」において， I教職員のすべての力が最大

限に発揮され，真に協力の体系とされる組織J，さらに，子ども自身の「個別能力の{11JI楊と社会

性の育成が可能となる教育の場」の形成を原則として提示するに止まっている (79-81)。一方，

「教育組織」については，概念化が試みられておらず， I学年5]IJの組織」や「学級編ililJJなどと関

連して展開されていることからすれば，それは，学校における教授・学習上の仕組みやシステム

を惣定していたものと思われる。(なお， この点を明確にする作業は， r現代教育用語辞典J(第

一法規出版， 1973年)まで持ち越されることになる。)

組織構造と組織過程に介在する機能として経営を捉える視点からは，組織と経営の関係は次の

ように表現される。「組織は組織過程の結果としてのメカニズム，でき上がった形式的機構だけ

を怠味するものではなく，それをも含めて絶えず生成し，変化する内的秩序の体系と考えなけれ

ばならないものである。そしてこの組織化は経営の重要な仕事とされるであろうJ(77) と。

学校経営の組織構造については，学校の仕事を中心とした職務の責任や権眼に論理的性格が保

持されるべきものとして，その近代化や合理化を当然のことと見なしているo r学校が単に教育

者と被教育者という単純な関係から，多くの職能を分離するに従って，組織活動を統一する必要

上，職務の分掌と職務権限という官僚制組織が生まれてくるJのであり， I学校が教育能率を高

めていくためには，その経営組織が合理的に構成され，そこに論理的な学校が成立しなければな

らないのは，組織活動からの当然、の要請であるJ(130-131)と捉えている。 しかし， I職能的に

機関に充当された各職員が，学校の組織的行為に寄与する，人間行動面をふまえた合理性で、なけ

れば，教育能率を期す経営組織とはいえないJ(128) として，組織の構造的側面を重視する伝統

的組織観の限界を指摘する。すなわち，アルフォードの原則(指導の原則，責任権限の原則，例

外の原WJ) やムーニーの原則(調整の原HiJ，階層の原則，職能のj京WJ) に依拠した分業化の原HiJ，

言い換えれば， I組織構造論の原則だけが，真に学校経営の合理化をもたらす道であろうかJ(15 

3) と 11~ì ~ iかけて，静態的組織論(鋭)を批判している。

組織過程や組織の社会過程を重視する立場からすれば、，組織を動態的に把握する視点を吟味す
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ることは，不可欠の作業であった。人間関係論にみられる「人間jを「情緒的存在」と「自主的，

自律的な意志の持主」に分け，著者自身は後者の立場を取る。それは， I教職員の教育活動を支

配するものは，より以j_-_tこ創造的な喜び， 自主的行動の尊重などで，発言の機会や公平処理の取

扱などとともに，大きな活動の源泉で、ある」し，また， I集団勤労意欲に支えられながら，教職

員自らのもlli位体系をとおして，自らの行動を計画し，その手段を選び，自己の行為を規制する主

体的存在となり，一連のiヨ的的行動を営む自律的な人間が認識される必要があるJ(166)からで

あった。

ここで，組織化や組織過程といわれるとき，それが経営プロセスの一環であることには違いな

いが，いわゆるマネジメント・サイクルだけを指しているのでないことは，いうまでもなし 1。と

ころで， このマネジメント@サイクルについては，一般的な経営学的手法である計画 (Plan)， 

実施 (Do)，評価 (See)では，決定段階が欠けているとして，計画，決定，実施，評価の四段

階が妥当だというのである。 例えば、，各種の目標設定，目標達成のための組織化，組織を流動化

する伝達や刺激，および調整作用が投入された場合， Iこのような循環過程と， これに投入され

る学校経営の諸機能とで，経営を立体的に構造化していくことは，学校経営過程を適切に表現し

得るものとなる。目標設定以下の各機能は，いずれも経営の四段階を経て活動すると考えるので

あるJ(122) と捉えられる。細かいことではあるが，循環過程と四段階という使い分けに注意し

ておかなければならない。

「決定jの問題について，さらに注目しておかなければならないことは， I組織に連る個人人

格を非個人的自的に協働せしめる過程として，組織はそれ自体の一部としての決定行為をもたな

ければならないJ[145Jという意思決定の重要性を強調する組織観であるO この組織における意

思決定について，前書では 1)ーダーシ y プゃそうーノレといった社会的能率の問題と関わって展開

されたが，本書では，意思形成と権限の委譲の側面に力点が移されている。すなわち， I組織決

定は学校の教育意志を表わし，職員の協動的努力を総括するものであるから，定式化されなけれ

ばならないし，その決定の過程は論理的であらねばならなし'0そうでなければ組織活動を促すも

のとならなし 1からである。この点で個人の行う決定とは明確に区別されるであろう。J(123) と

強調する O

このような決定重視の立場は， Iその背景には伝統的経営組織のもっている形式尊重主義や，

初期人間関係論に現れた情緒的人間観と異なる，現代経営主義ともいうべき自主的人間を主体と

する経営観に立つものということができるJ(120)という，組織における人間観に基づくもので

あるといえよう。

ι 結語にかえて

前書では，組織体として教育の活動を営む存在として学校を設定し，学校経営の焦点を「秩序
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ある人間の協力組織」において， r学校の合理化と人間主義との調和を犯し 1とした経営J[2 Jを

展開しようとした。すなわち，経営と管理に関係する諸概念の検討を通して，学校の組織過程を

解明しようとするものであったと言えるだろう。それゆえ， r能率jや「統率J，あるいは「人間

関係」や「意思決定jなど，当時の経営理論や組織毘論を援f目して，学校経営の，特に「校長の

職能」に関する説明理論が展開された。

しかし，それだけでは学校が事実として成立し機能している現実を十分説明することはでき

なかった。 その点で成功したのは，学校組織の諸側面を，先ず法的措置でその背景を明ら

かにし，次いでその現実や実態を組織論的視点， もしくは組織論的アプローチによって分析し，

学校が自律的@主体的に取り組む課題解決の提示を試みたことにある。教職員組織，児童@生徒

の編告Ijや学級編fM，あるいは学級担任制と教科担任f{iljなどについてであるO 特に当時の教授組織

改革の動向を先取りして， r協力教授組織」を提唱したことは，よく知られているが， これにつ

いても，組織論的視点から「組織の合理化と人間関係的配慮の点で‘有効性を持つ点」あるいは，

「教師の集団内における自主性と服従性を，直接の教育活動の I~] に適度に調和させ得ること J [19 

3Jをその論拠にあげているO

そのような意味で，本書は，学校教育の実践的な組織問題を析出することも意図した学校経営

の理論書で，当時の学校経営の実践的課題を視野に入れながら展開されている。いわゆる中教審

の r46答申J以降の行政施策で「主任制Jの導入や「学級定数」の改善など，学校の組織的条件

の変化が生み出されたり， school-based curriculumに基づくカリキュラム開発や，学習指導要

領の改訂をきっかけとした「特色ある学校づくり」や「学校改善jの実践的試行に対して，その

理論的基盤を用意していたといえるだろう。

もっとも，現実の学校は，本書で構想されたような学校ばかりでなく，むしろ逆にいわゆる管

理(主義)教育といわれるような形式的な遵法主義的経営であったり，慣習の支配する「成り行

き管理」の方が多 ~)o 学校経営の革新も学校改善も順調に進むのは，各学校での創意機能が不断

に発揮される場合である。本書で描かれる学校における経営行動もしくは組織行動には，教職員

に対する全面的な信頼から，その「倉Ij意性」と「協働性Jの発揮が前提的に設定されているが，

そのような組織行勤続は，楽観的過ぎるとの見方もありうる。学校がどのような組織条件下にあ

る時にそれらが発揮されるのか，その道筋が示されなければならな ~)o

前書でも， r学校集団jを「教職員集団と児童の集団，および周辺社会」としながらも， r利用

者の側に立つ児童とは一応別に，教職集団としての人間関係的な事実，集団的現象を構成してい

るJ[118J として，考察の対象を専ら教職員集団に向けている O この点については，本書も同様

で，校長を主経営者とした教職員の協働的な組織活動の解明にあって，児童生徒もその両親も組

織成員から除外されている。ここでは，父母の教育意思や要求は，基本的には公教育の意思とし

て，教育関係法や教育行政に組み込まれるか，あるいは教師の創意性に吸収されて，学校経営に

は登場しなし 1。また，児童生徒の教育(学習)要求も学校の編成する教育課程に反映されると理
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解されるO しかし，実際の学校の組織構成員は，児童生徒と教職員であり，間接的には地域住民

や児童生徒の父月:も含まれるといってよい。学校教育に対する期待や要求，あるいは評価の主体

は，父母:や児童生徒で、あり，学校改善を支持したり，批判したりするO それが教職員の創意性を

促したり，学校の主体性を発障させる一つの， しかし，強力な動IEIになるのではないか。そうで

あるならば，学校の組織過程では，教職員の I~l 主性@主体性に基づく協倒j化を7以前提に設定する

のではなく，児童生徒，父母，教職員の相互関係を通して解明されなければならなし 1。すなわち，

児童生徒の学習の意思や要求，あるいは税の学校教育に対する期待を組織的な問題としてどのよ

うに位置づけるかである(4)。この点について，著者は後年次のように述懐される。

「優れた学校経営を実践する上で極めて重要で， しかも難しい問題の一つは，殺や地域社会の

教育安求，教育行政の指導助言，自主性や創意に基づ、く教師の協働への意欲を踏まえながら，調

整された学校意思をどう形成するかにある O 教育課程の経営において，それらはすでに織り込ま

れているはずではあるが， Iヨ々の教育活動を発端として各種の争点を生じるのが常である。子ど

ものしつけ，学校のきまり，学習内容，学校行事等をめぐっての親と教師@学校との見解の相違

は日常化しており，時にはそれが学校不信にまで発展することも決して珍しくない。学校経営は

教育課程の知力的な経営を中心としながらも，不断に生起するこれらの問題解決に当たらなけれ

ばならな~¥。まさに学校経営とは，実践的な問題解決の連続である O だがその際に拠るべき基準

や学校教育の本旨にそって学校を正しく活性化する子法は，まだ十分に客観化されてはいない。

その多くは経験的に，事例的に語り継がれている，というのが実情であるJ(5) と。

注

C 1 )下村哲夫「学校経営の理論的研究Jcr現代学校経営講座 1J第一法規， 1976年， 146頁)

(~J留武1l?3 i学校経営の理論J(神田修他編『必携 学校経営jヱイテソレ研究所， 1986年， 71頁)

( 2 )中留武H乱前掲論文， 72頁

( 3 )朴聖雨「教育経営概念の吟味J(高野桂一他編『教育経営研究の軌跡と展望』ぎょうせい， 1986年，

222頁)

( 4 )この点については， i永岡)1国編著『現代学校の探求』第一法規， 1979年Jで論及が試みられたが， 明

確な概念、枠の設定については，今日もなお課題として残されているように思われる。

( 5 )吉本二郎「臨教審と学校経営J(日本教育経営学会紀要第30号， 1988年， 8-9頁)

※(  )内の数字は『学校経営学J，[ J内の数字は『現代学校経営論』の頁を表している。
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